
   西予市立病院通院等支援事業補助金交付要綱 

令和７年２月21日 

西予市告示第27号 

 (趣旨) 

第１条 この告示は、二次救急医療機関を西予市立西予市民病院(以下「西予

市民病院」という。)に集約することにより、交通の便の確保が困難となる

患者及びその家族等の身体的及び経済的な負担を軽減するため、患者及びそ

の家族等がタクシーを利用した際の料金の一部に対し、予算の範囲内で西予

市立病院通院等支援事業補助金(以下「補助金」という。)を交付することに

ついて、必要な事項を定めるものとする。 

 (定義) 

第２条 この告示において「高齢者」とは、65歳以上の者をいう。 

２ この告示において「障がい者(児)」とは、次の各号のいずれかに該当する

者をいう。 

 (１) 身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第15条の規定により交付さ

れた身体障害者手帳の交付を受けている者であって、身体障害者福祉法施

行規則(昭和25年厚生省令第15号)別表第５号に掲げる１級又は２級の障害

に該当するもの 

(２) 厚生労働大臣の定めるところにより交付された療育手帳の交付を受け

ている者であって、その障害の程度が当該「Ａ」に該当するもの 

(３) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第

45条の規定により交付された精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている

者であって、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令(昭和25年

政令第155号)第６条第３項に規定する１級又は２級の障害に該当するもの 

３ この告示において「タクシー」とは、道路運送法(昭和26年法律第183号)

第３条第１項ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する自動車

をいう。 

４ この告示において「タクシー利用料金」とは、タクシーを利用した場合に

支払う運行料、回送料及び迎車料をいう。 

５ この告示において「夜間」とは、午後７時から翌日の午前６時までの時間

帯をいう。 

 (補助対象者等) 

第３条 補助の対象となる条件、対象となる者(以下「補助対象者」という。)

及び対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、別表のとおりとす

る。ただし、別表に規定する対象患者への付添い又はこれに準ずる行為が同



表に規定する補助対象者により難いと市長が認める場合は、民生委員法(昭

和23年法律第198号)に規定する民生委員又はこれに準ずる対象患者を支援す

る者として市長が認めるものを、補助対象者とすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、補助対象者とし

ないものとする。 

 (１) 西予市民でない者 

 (２) 納期限が到来している市税の全部又は一部を滞納している者又はその

者と同一世帯員である者 

 (３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77

号)第２条第６号に規定する暴力団員である者 

(４) 西予市人工透析患者通院交通費支給条例(平成16年西予市条例第138

号)に規定する人工透析患者通院交通費、西予市障がい者(児)タクシー利

用助成事業実施要綱(平成30年西予市告示第225号)に規定するタクシー利

用助成その他の公的割引を併用し、補助を受けようとする者 

(５) 自宅から西予市民病院までの距離が15キロメートルに満たない者 

(６) 前各号に掲げるもののほか、タクシー以外の交通機関により西予市民

病院への通院又は西予市民病院からの帰宅ができると市長が判断する者 

３ 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額とする。この場合

において、10円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

 (交付申請) 

第４条 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、補助

金を受けようとするごとに、西予立病院通院等支援事業補助金交付申請書兼

請求書(様式第１号。以下「交付申請書兼請求書」という。)に関係書類を添

えて、市長に提出しなければならない。 

 (交付決定等) 

第５条 市長は、交付申請書兼請求書を受理した場合は、速やかにその内容を

審査し、適当と認めたときは、補助金の交付を決定する。 

２ 交付の決定及びその通知は、補助金を交付すべきものと認めた申請者が指

定する金融機関口座への入金をもって行うものとする。この場合において、

当該申請に係る申請書兼請求書を申請者からの請求書とみなす。 

３ 市長は、第１項の審査及び必要に応じた調査の結果、補助金を交付すべき

でないと認めたときは、その旨を西予市立病院通院等支援事業補助金却下通

知書(様式第２号)により、申請者に通知するものとする。 

 (交付金の取消し等) 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定



の全部又は一部を取り消すことができる。 

 (１) この告示の規定に違反したとき。 

 (２) 虚偽、隠匿その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、不正の行為があったとき。 

２ 市長は、前項の規定による取消しの決定をしたときは、その理由を付して

通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分

に対する補助金が交付されているときには、期限を付して当該補助金の全部

又は一部の返還を命じるものとする。 

 (その他) 

第７条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

  附 則 

(施行期日) 

１ この告示は、令和７年２月23日から施行する。 

 (令和７年３月31日までの間における補助対象経費に関する経過措置) 

２ この告示の施行の日から令和７年３月31日までの間における第３条の規定

による別表の適用については、同表中「野村診療所」とあるのは「野村病院」

とする。 

 



別表(第３条関係) 

区分 対象患者 条件 補助対象者 補助対象経費 

１ 緊急搬

送等帰宅支

援 

 

高齢者 対象患者が西予市民病院に救

急搬送された場合 

救急搬送された患者本人又はそ

の者と同一世帯の高齢者 

夜間において、西予市民病院

からの帰宅に要するタクシー

利用料として市長が必要と認

める経費 

障がい者(児) 救急搬送された患者本人又はそ

の者を日常的に介護する者 

２ 入院患

者家族支援 

 

高齢者 対象患者が西予市民病院に入

院中の場合において、対象患

者の付添い又はこれに準ずる

行為のために西予市民病院に

通院するとき 

入院患者と同一世帯の高齢者 西予市民病院への通院及び西

予市民病院からの帰宅に要す

るタクシー利用料として市長

が必要と認める経費 

障がい者(児) 入院患者を日常的に介護する者 

３ 検査通

院等支援 

 

高齢者 対象患者が野村診療所又はつ

くし苑の利用者である場合に

おいて、医師の指示のもと西

予市民病院に通院するとき 

西予市民病院への通院を指示さ

れた患者本人又はその者と同一

世帯の高齢者 

障がい者(児) 西予市民病院への通院を指示さ

れた患者本人又はその者を日常

的に介護する者 

備考 ただし、「２ 入院患者家族支援」及び「３ 検査通院等支援」の補助対象者は、運転免許証を保有していない者又

はそれに準ずる事情により自家用車の運転ができない事情にある者に限る。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第２号(第５条関係) 

 

第   号 

年 月 日 

        様 

 

西予市長 

 

 

西予市立病院通院等支援事業補助金却下通知書 

 

 

年 月 日付けで申請のあった西予市立病院通院等支援事業補助金について、

下記の理由により却下しましたので、西予市立病院通院等支援事業補助金交付

要綱第５条第３項の規定により通知します。 

 

記 

 

(理由) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


